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JSG ニュースレター 

<Tax> 

「所得税法」の一部条文改正案が 

立法院を正式通過 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は、所得税の源泉徴収制度を最適化し、源泉徴収義務のある 120 万あま

りの事業体の権益保護を図るため、「所得税法」一部条文改正案を提出しており、

2024 年 7 月 15 日付で立法院において可決されました。改正案のポイントは以下のと

おりです。詳細な条文については後日発表される予定です。 

改正ポイント 新規追加/改正の内容 

源泉徴収義務者の

範囲 

 源泉徴収義務者の範囲を改正する。現行規定の「支

払を行う会社の責任者、機関または団体で源泉徴収

義務のある事業体の主管者等の自然人」から「事業

者、機関、団体等自身」に改正する。 

非居住者に対する

支払いに係る源泉

徴収申告作業 

 非居住者に対する支払いに係る源泉徴収税額の納

付、源泉徴収票の申告及び発行・交付期限につい

て、祝日が 3 日以上連続する場合には、その期限を 5

日延長できるとする条文を追加する。 

https://www.mof.gov.tw/singlehtml/384fb3077bb349ea973e7fc6f13b6974?cntId=f88b8f7b1bbf479ead0494494c3b41b1
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規定により源泉徴

収票の申告、発行・

交付を行わない場

合のペナルティ 

 規定に基づく源泉徴収票の申告及び発行・交付を行

わない場合のペナルティについて改正。徴税機関に一

定の金額の範囲内で、個々の案件の違反の程度に応

じて処罰する裁量権を与える。 

 

勤業衆信の見解 

 現行の所得税法では、源泉徴収義務者は会社の責任者、機関または団体の主

管者ですが、改正後は会社、機関または団体自身となり、権限と責任が一致しま

す。また、非居住者に対する支払いに係る源泉徴収義務について、祝日が 3 日以上

連続する場合は、納付期限を 5 日延長することができ、作業負荷が大幅に軽減され

ます。このほか、規定に違反し、申告を行わない場合の過料は、違反の程度に鑑み

て決定されることで、源泉徴収義務者の権益保護につながります。 

今般の改正条文の施行日は行政院が決定しますので、源泉徴収義務者は今後発

表される施行日にご留意ください。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

立法院三讀通過「所得稅法」部分條文修正草案 

 

 

 

為優化所得稅扣繳制度，維護120萬餘家扣繳單位之權益，財政部擬具

「所得稅法」部分條文修正草案，立法院於113年7月15日三讀通過。謹

彙整草案修正重點如下，後續取得條文將再發布：   

修法方向 增訂/修訂內容 

扣繳義務人範圍 

 修正扣繳義務人範圍，由給付所得之事業其負責

人、機關或團體其責應扣繳單位主管等自然人，

改為事業、機關或團體等本身。 

非居住者扣繳申報 
 增訂非居住者扣繳稅款之繳納、憑單申報及填發

期限，遇連續 3 日以上國定假日，得延長 5 日。 

未依規定申報與填發

憑單罰則 

 修正未依規定申報與填發憑單罰則，賦予稽徵機

關得於一定裁罰金額範圍內衡酌具體個案違章情

節輕重，給予不同程度處罰之裁量權。 
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勤業眾信觀點 

現行由公司負責人、機關或團體的主管擔任扣繳義務人，修法後改由該

公司、機關或團體本身作為扣繳義務人，使權責相符。對於給付非居住

者所得的扣繳義務，若遇連續3日以上國定假日，繳納期限可延長5

日，以大幅減輕作業壓力。此外，違規未申報者的罰款將依違章情節輕

重而定，有助維護扣繳義務人權益。本次修正條文施行日期將由行政院

定之，請扣繳義務人注意後續施行日期。 

 

  

 

   

 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 

日商組官方網站請點這 
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